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法適合確認等に関するＱ＆Ａ 

 

１ 構造／設備設計一級建築士による関与 

◆意匠図への構造設計一級建築士による関与 

Ｑ１ 構造関係規定に係る明示すべき事項が記載されているいわゆる意匠図の全て

について、構造設計一級建築士が記名・押印等しなければならないのですか。 

Ａ１ 構造関係規定に係る明示すべき事項（例えば、開口部の位置、形状及び寸法

等）が、複数の図面に記載される場合（例えば、複数の意匠図に記載される場

合、あるいは意匠図と構造図の両方に記載される場合）には、そのいずれかの

図書に、構造設計一級建築士が記名･押印等していればよいと考えられます。 

 

◆意匠図への設備設計一級建築士による関与 

Ｑ２ 設備関係規定に係る明示すべき事項が記載されているいわゆる意匠図の全て

について、設備設計一級建築士が記名・押印等しなければならないのですか。 

Ａ２ 設備関係規定に係る明示すべき事項（例えば、給気口の位置等）が、複数の

図面に記載される場合（例えば、複数の意匠図に記載される場合、あるいは意

匠図と設備図の両方に記載される場合）には、そのいずれかの図書に、設備設

計一級建築士が記名･押印等していればよいと考えられます。 

 

◆建築設備の構造強度規定への構造設計一級建築士による関与 

Ｑ３ 建築基準法施行令第 129 条の２の４（建築設備の構造強度）は構造関係規定

とされていますが、具体的にどの設計図書について法適合確認等を行えばよい

ですか。 

Ａ３ 建築基準法施行令第１２９条の２の４の規定に係る記述のある設計図書に対

して法適合確認等を行うこととなります。この場合、仕様書（特記仕様書等）

において当該規定への適合を確認すること等も考えられます。 

仕様書（特記仕様書等）の記載方法については、「法適合確認に際して行う記

名・押印／構造設計図書・設備設計図書に関する留意事項 運用解説版」等を

参考としてください。 

 

◆構造設計一級建築士の関与のあり方（１） 

Ｑ４ 構造設計一級建築士でない元請一級建築士が構造図を作成し、構造設計一級

建築士が構造計算した場合、改めての法適合確認が必要ですか。 

Ａ４ 構造設計一級建築士以外の一級建築士は、一級建築士の業務独占の対象となる

建築物のうち建築基準法第２０条第一号又は第二号に掲げる建築物に該当する

ものの構造設計を行った場合には、構造設計一級建築士による法適合確認を求

める必要があります。 

なお、当該構造計算を行った構造設計一級建築士が、当該構造図の法適合確
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認を行うことも考えられます。 

 

◆構造設計一級建築士の関与のあり方（２） 

Ｑ５ 構造設計一級建築士でない一級建築士が作成した設計図書について、同一建

築士事務所に属する構造設計一級建築士に法適合確認を求めてもよいですか。 

Ａ５ 構造設計一級建築士以外の一級建築士は、一級建築士の業務独占の対象となる

建築物のうち建築基準法第２０条第一号又は第二号に掲げる建築物に該当する

ものの構造設計を行った場合には、構造設計一級建築士による法適合確認を求

める必要があります。 

ここで、構造設計一級建築士がどこに属しているかは問われていないため、

同一建築士事務所に属する構造設計一級建築士に法適合確認を求めることも可

能です。 

 

◆設備設計一級建築士の責任範囲 

Ｑ６ 設備設計者の専門は、空調・衛生、電気、機械等のいずれかであることが多

いですが、設備設計一級建築士は、専門でない分野についても責任を負わなけ

ればならないのですか。 

Ａ６ 設備関係規定については、設備設計一級建築士が自ら設計を行い、又は法適合

確認を行う必要があります。 

なお、必要に応じて、建築設備士に意見を聴くとともに、例えば、設備の専

門分野ごとにそれぞれの設備設計一級建築士が自ら設計を行い、又は法適合確

認を行うことも可能です。 

 

◆建築設備士の役割（１） 

Ｑ７ 建築設備士は、どのように設備設計に関わることになるのですか。 

Ａ７ 建築設備士は、建築士法上、建築士が設計・工事監理を行う場合に、建築設備

の設計・工事監理に関し助言を行う資格者として位置づけられています。 

建築士が建築設備士に意見を聴いた場合には、設計図書や工事監理報告書に

おいてその旨を明らかにすることとされていますが、今回の一連の改正により、

この位置づけが変わるものではありません。 

むしろ、建築設計の専門分化が進む中、建築設備のスペシャリストとしての

建築設備士の役割は重要であり、積極的活用が引き続き期待されているところ

です。 

 

◆建築設備士の役割（２） 

Ｑ８ 建築設備士としての業務経験は、設備設計一級建築士講習（資格付与のため

の講習）の受講資格として考慮されますか。 

Ａ８ 設備設計一級建築士講習の受講には、一級建築士として、設備設計に関する５

年以上の業務経験が必要ですが、建築設備士として建築設備に関する業務（建
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築士に意見を述べる業務等）を行っている場合は、一級建築士となる前に行っ

た当該業務も業務経験として認められます（施工管理等は業務経験に含まれま

せん。）。 

また、一級建築士として登録し、かつ、建築設備士の資格も有する場合は、

業務経験の状況を考慮した上で、講義及び修了考査のうち、「建築設備に関する

科目」が免除されます。 

 

◆法適合確認等の対象 

Ｑ９ 法適合確認対象でない建築物について構造／設備設計一級建築士が自ら設計

を行い、設計図書に構造／設備設計一級建築士である旨の表示をしてもよいで

すか。 

Ａ９ 建築士法第２０条の２第１項又は同法第２０条の３第１項の表示をした者と

して、確認申請書第２面（建築基準法施行規則第２号様式（平成２１年１１月

２７日改正施行））中の「構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨

の表示をした者」欄に氏名等を記載することはできません。 

上記規定に基づく表示としてではなく、任意で、設計図書に構造／設備設計

一級建築士である旨の表示を行うことは禁止されていません。 

 

◆法適合が確認できなかった場合 

Ｑ10 法適合が確認できなかった場合、構造／設備設計一級建築士はどのように対

処すべきですか。 

Ａ10 当該建築物が構造／設備関係規定に適合することを確認できない場合は、当

該構造／設備設計図書にその旨を記載するとともに、構造／設備設計一級建築

士である旨の表示をして記名・押印しなければならないとされています。 

具体的には、例えば、構造／設備設計図書に「法適合確認欄」を設け、確認

できない旨を記載するとともに、備考欄を設け、補足事項、コメント等を記載

することも考えられます。「法適合確認に際して行う記名・押印／構造設計図

書・設備設計図書に関する留意事項 運用解説版」等を参考としてください。 

また、それまでの過程で、構造／設備設計一級建築士が設計内容の変更を提

案又は助言することは、法適合確認の業務に含まれません。 

 

◆平成 21年 11 月 27 日以降の追加説明書の提出 

Ｑ11 平成 21 年５月 26日以前に設計され、11月 26 日以前に確認申請された建築物

について、11 月 27 日以降に追加説明書を提出した場合、新たに構造／設備設

計一級建築士の関与が必要ですか。 

Ａ11 平成２１年１１月２７日以降は、いつの時点で設計がなされたかにかかわら

ず、一級建築士の業務独占の対象となる建築物のうち建築基準法第２０条第一

号又は第二号に掲げる建築物に該当するものの構造設計、又は、階数が３以上

で床面積の合計が 5,000 ㎡を超える建築物の設備設計を行った場合は、全て
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のものについて、構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士の関与がなけれ

ば確認申請は受理されないこととなります。 

平成２１年５月２６日以前に設計された建築物であっても、平成２１年１１

月２７日以降に上記の構造／設備設計に関する追加説明書が提出される場合に

は、構造／設備設計一級建築士の関与が必要となります。 

なお、軽微な不備に関する補正である場合には、それが構造／設備関係規定

に係るものでなければ、構造／設備設計一級建築士の記名･押印等を必要としな

い補正も考えられるので、個別に建築主事又は指定確認検査機関とご相談くだ

さい。 

 

◆平成 21年 11 月 27 日以降の変更申請 

Ｑ12 すでに確認が下りている法適合確認対象建築物について 11 月 27 日以降に変

更申請する場合、新たに構造／設備設計一級建築士の関与が必要ですか。 

Ａ12 平成２１年１１月２７日以降は、いつの時点で設計がなされたかにかかわら

ず、一級建築士の業務独占の対象となる建築物のうち建築基準法第２０条第一

号又は第二号に掲げる建築物に該当するものの構造設計、又は、階数が３以上

で床面積の合計が 5,000 ㎡を超える建築物の設備設計を行った場合は、全て

のものについて、構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士の関与がなけれ

ば確認申請は受理されないこととなります。 

平成２１年１１月２６日以前に一度確認が下りた建築物については、変更申

請とはいえ、改めて確認申請が行われることとなるため、それが１１月２７日

以降である場合は、構造／設備設計一級建築士の関与が必要です。 

 

２ 各種ケースにおける関与 

◆増改築等への関与 

Ｑ13 増築、改築、大規模の修繕・大規模の模様替（以下、「増改築等」という。）の

場合に、構造／設備設計一級建築士の関与が義務付けられるのはどのような場

合ですか。 

Ａ13（構造設計一級建築士の関与） 

当該増改築等の後に建築基準法第２０条第一号又は第二号に掲げる建築物に

該当するものについて、一級建築士の業務独占の対象となる増改築等に係る構

造設計を行った場合には、構造設計一級建築士の関与が必要となります。 

（設備設計一級建築士の関与） 

階数が３以上で床面積の合計が 5,000 ㎡を超える規模の増改築等に係る設

備設計を行った場合には、設備設計一級建築士の関与が必要となります。 
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＜構造設計一級建築士の関与の有無の例＞ 

 

鉄筋コンクリート造の建築物（増築後、法第20条第二号に該当）の場合 

 

例１ 増築後の建築物全体の規模が建築基準法第 20 条第二号に該当し、かつ、増築部分が一級建

築士の業務独占対象（高さ 13ｍ超で建築士法第３条第１項第三号に該当。)であるため、関与必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
例２ 増築後の建築物全体の規模が建築基準法第 20 条第二号に該当するが、増築部分が一級建築

士の業務独占対象ではない（建築士法第３条第１項各号に該当しない。）ため、関与不要。 

 
 
 
 
 
 
 
 
例３ 増築後の建築物全体の規模が建築基準法第 20 条第二号に該当し、かつ、増築部分が一級建

築士の業務独占対象(建築士法第３条第１項第三号に該当。)であるため、建築物全体について関与必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

面積   1,000 ㎡ 
高さ      25ｍ 
軒高さ    25ｍ 
改修等    なし 

 

 面積 200 ㎡ 
 高さ    9ｍ 

既存部分 

増築部分【増築部分は業務独占対象外】 

 面積 200 ㎡ 
 高さ    9ｍ   

増築部分 

面積   1,000 ㎡ 
高さ      25ｍ 
軒高さ    25ｍ 
改修等    なし 

 

既存部分 

面積   1,000 ㎡ 
高さ      25ｍ 
軒高さ    25ｍ 
改修等  業務独占の対象とならない 

改修あり 

 

 面積 500 ㎡ 
 高さ   20ｍ 

増築部分 
【増築部分は業務独占対象】 

34m【増築部分は業務独占対象】 

 

既存部分  
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例４ 増築後の建築物全体の規模が建築基準法第 20 条第二号に該当し、かつ、増築部分が一級建

築士の業務独占対象(建築士法第３条第１項第三号に該当。)であるため、建築物全体について関与必要。

（ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ･ｼﾞｮｲﾝﾄで接続される場合であっても、既存部分において構造設計図書が作成

されるならば、構造設計一級建築士の関与必要。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜設備設計一級建築士の関与の有無の例＞ 

 

例５ 増築部分が、階数が３以上で床面積の合計が 5,000 ㎡を超えるため、関与必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 

例６ 増築部分が、階数が３以上で床面積の合計が 5,000 ㎡を超えないため、関与不要。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

面積  6,500 ㎡ 
階数  ７ 
改修  空気調和設備の 

全面改修 
 

既存部分 

既存部分 

 面積 6,000 ㎡ 
 階数 ６ 

面積 6,500 ㎡ 
階数 ７ 
改修 なし 

 面積 1,000 ㎡ 
 階数 ２ 

増築部分 

増築部分 
 

面積   1,000 ㎡ 
高さ      25ｍ 
軒高さ    25ｍ 
構造設計図書を作成 

 

 

 面積 500 ㎡ 
 高さ   20ｍ 

既存部分  
増築部分 
【増築部分は業務独占対象】 

ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ･ｼﾞｮｲﾝﾄ 
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◆増改築等への設備設計一級建築士の関与 

Ｑ14 増改築等について設備設計一級建築士が関与する場合、関与が義務付けられる

のは増築等を行う部分のみでよいのですか。既存部分も含めて設備設計一級建築

士の関与が必要ですか。 

Ａ14 設備設計一級建築士の関与が必要となる増築等を行う場合、一体のものとし

て設備設計が行われる範囲について関与する必要があります。例えば、増築と

同時に既存部分の設備改修を行い、全体の設備を一体化する場合には、確認申

請に添付されるその設備設計図書について設備設計一級建築士の関与が必要と

なります。 

 

◆建築設備のみの改修への関与 

Ｑ15 既存建築物について、空気調和設備を入れ替える等、建築設備のみを改修する

場合には、設備設計一級建築士の関与は必要ですか。 

Ａ15 空気調和設備を入れ替える等の建築設備のみの改修は、建築士法上の大規模

の修繕・大規模の模様替に該当しないため、設備設計一級建築士の関与は不要

です。また、確認申請も不要です。 

 

例７ 建築設備の改修のみで大規模の修繕・模様替に該当しないため、関与不要。 

 
 
 
 
 
 
 

 

◆既存不適格建築物の増築等への関与 

Ｑ16 建築基準法第 86 条の７の規定が適用される増築等を行う場合には、構造設計

一級建築士の関与が必要ですか。 

Ａ16 建築基準法第８６条の７の規定の適用により、同法第２０条の規定が適用さ

れない増築等については、構造設計一級建築士による関与は不要です。 

 

◆耐震改修への関与 

Ｑ17 耐震改修促進法第８条第３項の計画の認定を受けて耐震改修を行う場合には、

構造設計一級建築士の関与が必要ですか。 

Ａ17 耐震改修促進法第８条第３項の計画の認定を受けて耐震改修を行う場合で、

地震に対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして国土交通大臣が定める基

準に適合させる場合には、建築基準法第２０条の規定が適用されないため、構

造設計一級建築士による関与は不要です。 

面積  6,500 ㎡ 
階数  ７ 
改修  空気調和設備の 

全面改修 
 

既存部分 
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◆プレストレストコンクリート造等への関与 

Ｑ18 建築基準法施行令第 36 条の２及び平成 19 年５月 18 日国土交通省告示第 593

号に規定されていない構造(プレストレストコンクリート造、免震構造等)につい

ては、高さ 60ｍ以下の場合、構造設計一級建築士の関与は不要ですか。 

Ａ18 建築基準法施行令第３６条の２及び平成１９年５月 18 日国土交通省告示５

９３号に規定される建築物以外の高さ 60m 以下の建築物については、建築士

法第３条第１項に規定する建築物であっても、建築基準法第２０条第一号又は

第二号に掲げる建築物に該当しないので、構造設計一級建築士による関与は不

要です。 

 

◆仮設建築物への関与 

Ｑ19 建築基準法第 85 条第５項に規定する仮設建築物についても構造／設備設計一

級建築士の関与が必要ですか。 

Ａ19 建築基準法第８５条第５項に規定する仮設建築物についても、建築士法第２

０条の２又は第２０条の３に該当する場合には、構造／設備設計一級建築士の関

与が必要です。 

 

◆計画通知への関与 

Ｑ20 計画通知には、構造／設備設計一級建築士による法適合確認がなければ確認申

請の受理を禁止する建築基準法第６条第３項第二号及び第三号が適用されませ

んが、構造／設備設計一級建築士による法適合確認は不要ですか。 

Ａ20 構造設計一級建築士以外の一級建築士が、一級建築士の業務独占の対象とな

る建築物のうち建築基準法第２０条第一号又は第二号に掲げる建築物に該当す

るものの構造設計を行った場合には構造設計一級建築士、又は、階数が３以上で

床面積の合計が5,000㎡を超える建築物の設備設計を行った場合には設備設計

一級建築士による法適合確認を求めなければなりません。 

また、建築基準法第５条の４第２項又は第３項の規定により、これらの建築物

の工事は、構造／設備設計一級建築士が関与した構造／設備設計によらなければ

することができません。 

 

３ 表示方法 

◆設計図書での表示方法 

Ｑ21 構造／設備設計一級建築士が法適合を確認した場合、設計図書にはどのように

表示すればよいですか。 

Ａ21 確認申請書第２面（建築基準法施行規則第２号様式（平成２１年１１月２７

日改正施行））に必要事項を記載し、法適合確認を行った各図面に、法適合を確

認した旨を記載するとともに、構造／設備設計一級建築士である旨の表示をして

記名・押印を行います。 

なお、各図面の記載方法については、「法適合確認に際して行う記名・押印／
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構造設計図書・設備設計図書に関する留意事項 運用解説版」等を参考としてく

ださい。 

 

◆一級建築士である旨の表示 

Ｑ22 構造／設備設計一級建築士が自ら設計する場合、一級建築士である旨の表示を

省略し、構造／設備設計一級建築士である旨の表示だけとしてよいですか。  

Ａ22 一級建築士である旨の表示を省略することはできません。建築士法第２０条

第１項に基づき一級建築士である旨の表示をして記名及び押印をするとともに、

建築士法第２０条の２第１項又は同法第２０条の３第１項に基づき構造／設備

設計一級建築士である旨の表示を行う必要があります。 

 

◆副本の添付図書への記名・押印 

Ｑ23 確認申請書の副本の添付図書には設計者の記名・押印が必要とされていません

が、同様に構造／設備設計一級建築士の記名・押印も必要ではないのですか。 

Ａ23 確認申請書については、建築基準法施行規則第１条の３第１項第１号により、

正本に添える図書にあっては、当該図書の設計者の記名・押印があるものに限ら

れています。副本は、記名・押印された正本の写しであり、設計者が改めて記名・

押印しなくても可とされています。 

これは、構造／設備設計一級建築士の記名・押印についても適用されるので、

副本は、記名・押印された正本の写しでよく、改めての記名・押印は必ずしも必

要ではありません。 

 

◆計画通知への記名・押印等 

Ｑ24 計画通知において、構造／設備設計一級建築士はどのように記名・押印等すれ

ばよいですか。 

Ａ24 建築基準法第６条第１項が適用される場合の確認申請書における記名･押印

等の方法に準じます。 

 

４ 必要図書・手続き 

◆構造安全証明書の扱い 

Ｑ25 構造設計一級建築士が関与した場合、建築士法第 20 条第２項に基づく証明書

の交付及び確認申請書への添付は必要ですか。  

Ａ25 構造設計一級建築士が関与することにより、適正な構造計算がなされ、建築

物の構造関係規定への法適合性が確保されることから、構造安全証明書の交付義

務はありません。 

具体的には、構造設計一級建築士自らが構造設計図書の作成を行った場合（建

築士法第２０条の２第１項）、又は、構造設計一級建築士が法適合確認を行った

場合（同条第２項）には、建築士法第２０条第２項に基づき、構造計算により建

築物の安全性を確かめた場合に交付しなければならない証明書の交付は必要あ



 - 19 - 

りません。 

なお、関与の対象とならない建築物については、構造設計一級建築士が自ら構

造設計又は法適合確認を行っていても、構造安全証明書の交付が必要となります。 

 

◆構造計算適合性判定との関係 

Ｑ26 構造設計一級建築士が関与した建築物については、構造計算適合性判定の手続

きが合理化されたりしないのですか。 

Ａ26 構造設計一級建築士制度は、高度な設計技術を要する一定規模以上の建築物

の安全性を確保するため、構造設計に関し専門的知識・技能を有する建築士を

設計に関与させることをねらいとするものです。 

一方、構造計算適合性判定は、構造計算の法適合性を完全なものとするため

に、建築主事等が行う審査とは別に、第三者で一定の技術力を有する者が構造

計算の過程等の審査や再計算を実施することにより、その適法性のチェックを

複層的に行うものです。 

このように、両制度は、その趣旨・目的が異なっております。 

 

５ 契約等 

◆構造／設備設計一級建築士の業務の開始 

Ｑ27 構造／設備設計一級建築士講習修了者は、資格者証の申請後であれば、資格者

証の交付前であっても構造／設備設計一級建築士として業務を開始できますか。 

Ａ27 ｢構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士証の交付を受けた一級建築

士｣が構造／設備設計一級建築士となりますので、資格者証交付前には、構造／

設備設計一級建築士として法適合確認等の業務はできません。（建築士法第１０

条の２第４項） 

 

◆建築士事務所の登録 

Ｑ28 構造／設備設計一級建築士が法適合確認のみを業務として行う場合は、建築士

事務所の登録は必要ですか。 

Ａ28 建築士法第 21 条において、構造／設備設計一級建築士による法適合確認は

「設計」に含まれることとされており、これは、建築士事務所の登録が必要と

なる場合を定めた同法第23条における「設計」についても同様です。 

すなわち、構造／設備設計一級建築士またはこれを使用する者は、「他人の求

めに応じ報酬を得て」法適合確認を「業として」行おうとするときは、建築士

事務所の登録を受けることが必要となります。 

 

◆設備設計一級建築士への依頼 

Ｑ29 設備設計一級建築士が属する建築士事務所が県内に１つしかないのですが、他

県の設備設計一級建築士が属する建築士事務所を紹介してもらえませんか。 

Ａ29 構造／設備設計一級建築士が属し、他の建築士事務所からの依頼があった場
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合に構造／設備設計（又は法適合確認）の業務を受託する意向のある建築士事

務所のリスト（協力事務所リスト）が、一般社団法人 新･建築士制度普及協会

のホームページで公開されています。（URL:http://www.icas.or.jp/support/） 

また、資格者リスト（平成２０年６、７月に(財)建築技術教育普及センター

が実施した構造／設備設計一級建築士講習修了者のうち、都道府県及び都道府

県サポートセンターでの閲覧に同意をいただいた方のリスト）が当該サポート

センターで閲覧できます。詳しくは上記ホームページをご覧ください。 

 

◆法適合確認の業務報酬基準 

Ｑ30 構造／設備設計一級建築士が法適合確認を行った場合の業務報酬基準は、国土

交通大臣により定められていないのですか。 

Ａ30 業務報酬基準（平成２１年国土交通省告示第１５号）の略算表には、標準的

な業務内容（建築士又は建築士事務所が行う多岐にわたる業務の中から一般的

な場合に共通性の高い業務を抽出したもの）を実施した場合の標準的な業務量

が示されています。 

しかし、法適合確認業務については、現段階においては、実績が少ないこと、

また、共通性の高い業務とは言えないこと等から、業務報酬基準としての業務

量は示されていません。 

 

◆賠償責任保険の必要性 

Ｑ31 構造／設備設計一級建築士の属する建築士事務所には、賠償責任保険への加入

を義務付けるべきではないですか。 

Ａ31 建築士事務所が加入する損害賠償保険については、建築士法改正により、設

計等の業務に関し生じた損害賠償のための保険契約の締結を講じる場合には、

保険契約書類を建築士事務所に備え置き閲覧させなければならなくなっており、

これを閲覧することにより、建築主（又は住宅取得者）が適切に設計者を選別

できるようになっています。 

また、（社）日本建築士事務所協会連合会、（社）日本建築士会連合会、（社）

日本建築家協会において、それぞれの会員向けサービスとして任意の賠償責任

保険制度が用意されていますので、必要に応じて、これらの保険制度をご活用

ください。 

 
※ 本Q&Aは、改正建築士法の運用実績等を踏まえて、適宜追加していく予定です。

最新情報につきましては、一般社団法人 新・建築士制度普及協会のホームページ

にてご確認ください。（URL:http://www.icas.or.jp/） 


